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2011年、日本のエネルギーは大きな転機を迎えた。基

幹電力だった原子力発電の停止と、再生可能エネル

ギーの普及をめざした固定価格買取制度（FIT）の導

入。その後、再生可能エネルギーの電源比率は拡大

したが、賦課金により電力価格は上昇。天候によって

出力が左右される太陽光や風力発電は、それを補完

する火力発電が欠かせず、また、送配電網の運用の

変更や増強の必要性など多くの課題が浮上した。

2016年に発効したパリ協定の下、「2030年までに

CO2排出量を26％削減する」という目標を掲げた日本

は、どのような未来像を描けるのか。国際環境経済研

究所でエネルギーや環境問題に取り組む竹内純子氏

にエネルギー産業の未来をたずねた。

Utility3.0へのゲームチェンジ
─ 日本のエネルギー産業はどのように変化するのでしょうか。
一昨年、『エネルギー産業の2050年 Utility3.0へのゲームチェンジ』という

本を3名の方とともに著しました。その中で述べた大変革をもたらす５つの要

素は、それぞれすでに進行しています。大変革はもっと早く訪れる可能性も

高いと思います。将来の社会のシナリオを考えるとき、必要な条件はいくつ

かありますが、安定して安全で安価なエネルギーが潤沢にあることは、幸福

な社会の一つの必須要件ではないでしょうか。

この本のタイトルに使った「Utility3.0」という言葉ですが、電気、ガス、水道な

どの公益事業の担い手をUtilityと呼ぶのはご存知かと思います。Utility1.0

の時代とは、電力事業が国営もしくは規制によって守られていた時代です。

右肩上がりの高度経済成長社会で、急増する需要に遅れることなくエネル

ギー供給を間に合わせることが義務付けられる代わりに、投資回収は必ず確

保される総括原価方式がわが国でも採られていました。それに対し、電力シ

ステム改革でエネルギー産業が自由化された現状はUtility2.0にあたりま

す。後ほど詳しく説明しますが、電気という財の特殊性や公共性などから、こ

の自由化はブラッシュアップする必要があります。この社会インフラを総合的

に担う未来のエネルギーシステムをUtility3.0と定義しました。

日本は石炭、石油、天然ガスという化石燃料資源に恵まれていない国で、そ

のほとんどを輸入に頼っています。現在私たちが抱える課題を先送りし続

け、エネルギーの選択を間違うと、2050年には惨憺たる社会が待ち受けてい

るでしょう。一方で、正しい選択をすれば、便利で豊かな生活が待っていま

す。その岐路に立つ今、日本の社会を変革する大きな変化の潮流が5つある

と考えています。それを順に説明してまいりましょう。
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把握が可能になりました。それによって、ビジネスは手段の提供から成果

そのものの提供へと大きく変化しています。

たとえば、私はクルマを持っていたのですが、義兄が地方に転勤するとき

に貸したままになりました。でも、何も困っていません。出かける30分前に

アプリでタクシーを呼ぶと家の前に来てくれます。移動というサービス自体

はいつでも手に入ると思えば、所有はそれほど意味を持たなくなります。

逆に車検や駐車場などの煩わしさから解放される方がラクだと思うように

なりました。これはすべての産業に起こっています。

Utility3.0に向けた
課題克服
─ この5つの潮流がどのような変化を実現するのでしょうか。
Disruptiveと呼ばれる大きな変化が起こることは間違いありませんが、どのよう

に変わるかを正確に言い当てることは誰にもできません。ただ、もしUtility3.0の

世界が来るとすれば、そこでは、従来の電力システムと分散型技術が完全に融

和すると期待されます。分散型の発電技術や蓄エネ技術を活用して、地域でエ

ネルギー・マネジメントをできるような技術進歩はすでに始まっていますが、こうし

た流れを阻害しないよう計量法などの規制も変えていかねばなりません。分散

型技術だけでエネルギーシステムを支えるというのは当分難しく、しばらくは従

来型のシステムと役割分担しながら共存していくことになるのだろうと思います

が、新たな技術を取り込み、他の社会インフラとエネルギーインフラが融合する

ことで、多くのプレイヤーがエネルギー市場に関わっているのだろうと思います。

エネルギーを消費する場面でも大きな変化が起きていると思います。エネル

ギー業界の小売り事業は一旦消滅すると考えています。エアコンを例にとれ

ば、消費者はエアコンという機器が欲しいわけでなく、快適な室内環境が欲

しいので、「一番良いエアコンをビルトインしておきます。設備の費用は要り

ませんが、好みの室内環境にコントロールしておく料金を毎月頂戴します」と

いうサービスが登場するでしょう。このようなユーザー・エクスペリエンス、消

費者が期待する成果をコーディネイトする事業者（UXコーディネーター）が、

提供するサービスフィーの中に電気料金も含まれてしまうでしょう。電力会社

は企業や家庭ではなく、サービス事業者に電気を売ることになります。これま

でエネルギー事業者は建物にエネルギーを届ければ終わりでしたが、そうで

はなく、そのエネルギーを中間材としてサービスを提供する事業に生まれ変

わるわけです。結果として家計から「電気代」という項目がなくなる未来が

やってくるかもしれません。

また、需要側に分布している価値提供源を束ねて、必要なところに提供する

事業者（リソース・アグリゲーター）も登場するでしょう。これ以外にも事業法

や計量法などの制度改革で、さらに多くのプレーヤーが登場する可能性もあ

ります。現在の計量法では、取引に使用する計量器には所定の検定が必要

になり、計量・課金のコストがかさんで、ビジネスは成立しません。さらに、個人

と個人が新しい技術を使って電気を取引する場合も、電気事業法の小売電

気事業者の登録や託送契約が必要になるというのでは、プレイヤーが増え

ようもありません。このように、現在の分散電源を起点としたビジネスには

様々な制度的障壁が存在しています。現状のエネルギー分野は、参入障壁

が高いこともありスタートアップの層も非常に薄いと言わざるを得ません。

2050年の日本が、エネルギーの問題で窮地に追い込まれないように、適切

な規制緩和とインセンティブ付与などの制度設計が必要です。シェアリング

エコノミーなど革新的な考え方を取り入れて分散型技術を活用すれば、社

会課題を解決することも可能になると思います。無数にある落とし穴を避け、

2050年に良い未来を遺せるか…現在、分岐点にいる私たちがエネルギーの

あり方を変えなければいけないのです。

─ ありがとうございました。

ネットワーク型インフラが
存続困難な人口減少社会
1つ目の変化の潮流は、人口減少・過疎化です。2050年までに日本の居

住区域の6割以上で人口が半分以下になり、日本はこれから世界が経験し

たことのない急速な人口減少の時代に突入します。そうした社会において

は、道路や鉄道、水道、ガスなどのネットワーク型の社会インフラや行政

サービスなどの維持が困難になりますが、電気事業の中ではとくに送配電

線事業です。発電所は電力需要が減っていけば取捨選択して間引けます

が、送配電線はそうはいきません。過疎地で人口が減っていくと、使われる

電気の総量も減っていきますし、土地が安価になると再生可能エネルギー

が普及しやすいので、さらに売れる電気の量は減ります。電気の売れた量

に比例する形で送配電線への投資回収を行う料金制度は変えなければ

なりませんし、そもそも、これまでのようにユニバーサルサービスの視点か

ら過疎地や離島に電力を供給する送配電線を維持することが非常に難し

くなってきます。新たな技術を活用することも含めて、ユニバーサルサービ

スのあり方を考え直す必要があるでしょう。

エネルギー事業全体で人口減少・過疎化の問題を考えてみましょう。現

在、消費者にエネルギーを届けている事業はいくつかあります。その一つで

あるガソリンスタンドの数が急速に減少しています。日本には、ガソリンスタ

ンドが1軒もない、もしくは片道15km以上かかるという、ガソリンスタンド過

疎地と言われる自治体が全国で300を超えています。ガソリンスタンドを公

営で維持している自治体などもありますが、ガソリンスタンドがさらに減少す

ればいつまでも維持できるでしょうか。また、同じことはLPガスでも起きてい

ます。需要密度が低下している上に、重いガスボンベを運ぶ人材を地方で

確保し続けることは困難だからです。今までは多様なエネルギーインフラを

維持することができましたが、今後は取捨選択すべきだと思います。ガソリ

ンスタンドやLPガス事業を維持するために補助金を出すのではなく、電気

自動車や電気式給湯器への買い換えを支援し、電力インフラを維持する

ようにした方が、国全体の負担は小さくなるのではないでしょうか。ガソリン

スタンドやLPガス事業に携わられる方たちには、電気を売るあるいはマネー

ジすることで、引き続き地域エネルギーの担い手として活躍していただきた

いと思いますが、扱う“商材”が変わるというイメージでしょうか。

脱炭素化へと
世界は動いている
2つ目の変化は地球温暖化を防ぐための脱炭素化です。私はESG※投資

などの金融界の動向も研究対象としています。これまで、投資の際の企

業価値を測る材料として、キャッシュフローや利益率などの定量的な財務

情報が主に使われてきました。それに加え、非財務情報であるESG要素

が考慮されるようになりました。この「E」には地球温暖化対策などが挙げ

られます。最近の欧州での議論を聞いていると、低炭素というより脱炭

素、CO2排出量がゼロに近い技術でないと投資適格とは評価されない印

象です。政府は今年大阪で開催されたG20で、「日本は2050年にはCO2

を80％削減する」との目標を掲げましたが、これだけ大規模な削減を実現

するための技術的選択肢は限られています。

現在、日本が使っているエネルギー全体を見ると、7割強はガソリンや重

油など、いわゆる化石燃料の直接燃焼で、電気は約3割です。この7割か

ら出るCO2を減らすには、機器の効率化しかありません。しかし、いきなり

ガソリン車の燃費を飛躍的に向上させることは現実的には不可能でしょ

う。エネルギーの利用を過度に抑制すれば国民生活・経済が維持できま

せん。エネルギーは得つつCO2を大幅に削減するには、「需要の電化（電

気以外をエネルギー源にしている機器を、電気で稼働するものに変えるこ

と）×電源の低炭素化（発電方法をCO2排出量の少ない低炭素なものに

していくこと）」という、かけ算のセオリーが必要になってきます。もちろん、

同じ2次エネルギーである水素も方法によってはCO2を排出せずに造れ

ます。一足飛びに水素社会をめざすという選択肢もあるにはありますが、

電気はすでに電力網という「配るためのインフラ」があるのに対し、水素は

未整備です。電化が先行するのは間違いないでしょう。

再生可能エネルギーは
指数関数的に安くなる
2つ目の変化の潮流である脱炭素化にも後押しされ、分散型電源とも言わ

れる再生可能エネルギーの大量導入が進みます。これが3つ目の変化で

す。太陽光や風力発電のコストが非常に安くなってきました。中東やメキシ

コなどの砂漠地帯では1kWhの電気を造るコストが2セントを切る案件も出

てきました。すでに、石炭発電の燃料代より安いという状況になっていま

す。再生可能エネルギーは、日本でもFITによって急速に普及しました。し

かし、太陽光と風力を合わせても賄っている電気は全体の8％程度です。

ここから、政府は2030年には水力も入れて22～24％に増やそうとしてお

り、2050年の大幅な脱炭素化にはさらに多くの再生可能エネルギーが必

要です。分散型電源の普及の障壁は主に2つ。一つはコスト、もう一つは

太陽や風で発電量が変わってしまうという変動性です。

わが国でより多くの再生可能エネルギーを普及させるには、まず価格を

下げることが必要です。それに加えて、変動する電源をうまく使いこなすこ

とが必要です。うまく使いこなすには、送電線を活用して広い範囲で“みん

なで使う”か、蓄電技術によってためておくといった対処が必要です。そうし

た対処にコストや時間がかかるので、電気ができすぎるタイミングでは発電

を止めるという方法も採られています。私たちの身近にあって電気をためる

ことができるのは蓄電池ですが、電気を貯めておくという機能しかないのに

まだ高価です。蓄電池を積んだ電気自動車をうまく使えたら、移動の価値

も提供してもらい、暇なときには電気を貯めておいてもらう、ということがで

きます。自動車メーカーは、自分たちはクルマを売る会社ではない、移動と

いう価値を提供する会社だと言っています。そういう考えの延長線上に、運

輸システムと電気システムの融合があります。これまで、日本は蓄エネ技術

を一生懸命取り入れてきました。その一例が揚水発電で、昼間の需要に合

わせて発電する原子力発電の夜間余剰電力を吸収してきました、これが全

国で27.6GW程度あります。これに加えて蓄エネ式空調も一定程度存在し

ます。さらに、エコキュートは、2016年度末には累計販売台数が600万台を

超えました。これだけあるエコキュートを蓄エネに使うと大きなパフォーマン

スを発揮するでしょう。さらに、今後電気自動車が普及すれば、蓄電の本命

となる可能性もあるでしょう。これらの蓄エネを総動員し、うまく使えば、送

電線にムダな投資をすることなく、分散型電源をうまく融合できるのです。

発電所が提供している
3つの価値
本来、一番最初にお話すべきだったかもしれませんが、わが国の電気事業

はすでに自由化されています。これまでお話したような変化に対応し、か

つ、電気という特殊な財が安定して社会を支え続けるためには、いまの自

由化をブラッシュアップする必要があります。それがなぜなのかをお話しま

しょう。発電所は実は3つの価値を提供しています。電気を造る（kWh）以

外にも必要な時に必要な量を発電できるという価値（kW）、もう一つは出

力調整によって系統の安定性を確保するための調整をする価値（⊿ｋW）

です。これまで発電所は、電気を造るだけでなく、この2つの価値も提供し

てくれていましたが、私たち消費者がお金を払うのは提供されたｋWhの量

に対してでした。今後、再生可能エネルギーが大量に導入されると、太陽

が照っているときは大量の電気を安価に提供してくれますが、ふっと雲が

掛かった瞬間にカバーしてくれる価値を提供する主役は従来の火力発電

です。kWhというエネルギー供給の担い手は主に再生可能エネルギーに

なっていくでしょうが、そのkWhをうまく造れない瞬間にカバーするkWの価

値、あるいは⊿kWという調整の価値を提供してくれるプレーヤーはやはり

必要です。エネルギー産業のプレーヤーは、こうした役割分担によって多

様になっていくのです。これまで従来型の発電所がまとめてパッケージで

提供していた価値が細分化されていくと、たとえば、蓄電池でkWの価値を

提供したり、蓄電池やエコキュートを高速で制御することで⊿kWの価値を

提供するなど、さまざまなビジネスも登場することでしょう。

モノではなく
サービスに向かう消費者
5つ目の変化の潮流はデジタル化です。デジタルデバイスが普及し、ス

マートフォンでインターネットに常時接続するようになり、IoTの時代を迎え

ました。デジタルで重要なのは「測れる」ということです。アナログでは、お

およその傾向しか分からなかった事象が、デジタルでは定量化できます。

IoTの普及によって、顧客の望むサービスや成果のより具体的な定量

※ESG：Environment、Social、Governanceの英語の頭文字を合わせた言葉
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